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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自平成24年
　４月１日
至平成24年
　９月30日

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成24年
　４月１日
至平成25年
　３月31日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 254,202 250,010 244,059 500,003 506,001

経常利益 （百万円） 1,216 1,117 666 3,465 3,655

中間（当期）純利益 （百万円） 715 758 426 1,918 2,322

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 694 932 634 2,554 2,507

純資産額 （百万円） 39,607 42,112 43,577 41,392 43,203

総資産額 （百万円） 154,515 136,245 142,310 145,899 149,051

１株当たり純資産額 （円） 2,801.02 2,991.46 3,096.16 2,937.50 3,069.14

１株当たり中間（当期）純

利益金額
（円） 51.11 54.39 30.59 137.20 166.42

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 25.4 30.6 30.4 28.1 28.7

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 3,909 △5,997 △762 1,016 △2,625

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 3,812 2,781 1,178 2,249 △721

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △173 △170 △212 △1,184 △195

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（百万円） 26,659 17,807 17,854 21,193 17,650

従業員数 （人） 1,140 1,128 1,093 1,111 1,100

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自平成24年
　４月１日
至平成24年
　９月30日

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成24年
　４月１日
至平成25年
　３月31日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 241,516 237,753 232,060 475,927 482,205

経常利益 （百万円） 1,065 923 557 3,058 3,219

中間（当期）純利益 （百万円） 607 608 334 1,618 1,969

資本金 （百万円） 4,028 4,028 4,028 4,028 4,028

発行済株式総数 （千株） 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000

純資産額 （百万円） 36,803 39,022 40,622 38,428 40,382

総資産額 （百万円） 147,520 129,962 135,603 139,477 141,883

１株当たり配当額 （円） － － － 13 16

自己資本比率 （％） 24.9 30.0 30.0 27.6 28.5

従業員数 （人） 883 873 850 861 850

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．提出会社は中間配当制度を採用しておりません。

３．第65期の１株当たりの配当額には、記念配当３円を含んでおります。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（日本酒類販売株式会社）、子会社14社及び関連会社２社によ

り構成されており、酒類・食品等の販売（酒類の一部については製造及び壜詰）を主たる業務としております。

　当中間連結会計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとお

りであります。

　なお、次の３部門は「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸表等　(1）中間連結財務諸表　注記事項（セグメン

ト情報等）」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

(1）酒類・食品等

酒類・食品等販売・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

酒類製造・壜詰・・・・・・平成26年５月に新たに㈱ＮＥＷＳを設立したため、子会社が１社増加しました。果

実酒の製造を行い、当社が製品を一手販売する予定です。

(2）不動産・・・・・・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

(3）その他

保険代理・・・・・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

情報処理業務受託・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

売電・・・・・・・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割合
又は被所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）
 
株式会社ＮＥＷＳ
（注）

千葉県香取市 1 酒類・食品等 80.0
当社商品を製造する
予定です。
役員の兼任２名

（注）　主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

酒類・食品等 1,092  

不動産 －  

その他 1  

合計 1,093  

（注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者は除く。）であります。

 

(2）提出会社の状況

平成26年９月30日現在
 

従業員数（人） 850  

（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除く。）であります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、アベノミクス効果により一部で高額商品の消費が伸びるなど、景況

感に改善の兆しが見られたものの、４月に実施された消費税増税や円安を背景とする輸入原材料の値上がりなどに

よる物価上昇と夏季の天候不順などの影響により個人消費の回復までには至らず、依然として先行き不透明な状況

にあります。

　酒類・食品流通業界におきましては、様々な要因により酒類消費の縮小傾向が進むなか、オーバーストアによる

小売の価格競争激化、ビールメーカーの寡占化、全国量販のバイイングパワーの強大化などにより、中間流通に対

する要求が一段と強まり、卸売業として適正な利益を確保していくのが非常に厳しい状況です。

　このような状況において、当社グループ（当社及び連結子会社）は、組織のスリム化とローコストオペレーショ

ン、営業体制の効率化と重点化、価値創造型ビジネスの追求、人材養成の改革といった課題に取り組みながら、グ

ループ各社相互の連携強化による相乗効果の向上に努め、売上規模と適正利益の確保を図るとともに、さらなる業

容拡充を目指し、卸売業といった領域に捉われず、新規ビジネスの開拓に向けた研究に取り組みました。

　この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は244,059百万円（前年同期比2.4％減）、営業利益は375百万

円（同52.6％減）、経常利益は666百万円（同40.4％減）、中間純利益は426百万円（同43.8％減）となりました。

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　①　酒類・食品等

　当事業における商品の販売状況は、清酒では、スパークリング清酒、糖質オフ清酒など、新たな商材が市場

に受け入れられ、吟醸酒、純米酒などの特定名称酒も引き続き堅調な伸びを示すなか、値上げ効果もあって、

前期実績を上回ることが出来ました。単式蒸留焼酎（乙類）は、本格焼酎のソーダ割りの提案など市場の活性

化の動きも見られましたが、消費税増税による仮需の影響も大きく、また、連続式蒸留焼酎（甲類）は、引き

続きＲＴＤ（チューハイやカクテル）への移行が顕著となるなど、いずれも前期実績の確保には至りませんで

した。

　洋酒は、国産ウイスキーが堅調に推移し、新ジャンル系ビールの伸び悩みがあるなか、無添加ワインなどの

機能性商材や地ワインの販路拡大もあって、前期実績を確保することが出来ました。

　ビールは、クラフトビール（地ビール）が市場拡大の動きを見せるなか、夏季の天候不順が大きく影響し、

僅かに前期実績に至りませんでした。

　食品につきましては、飲料では、ワインテイストのノンアルコール飲料の拡販やネット通販事業者との取引

拡充を図りましたが、主力の飲料水の帳合変更による影響も大きく前期実績を確保することが出来ませんでし

たが、加工食品と低温食品につきましては、ネット通販事業者への新規商材の提案や大手料飲店チェーンへの

商材提供などにより前期実績を上回ることが出来ました。なお、清酒メーカーとの共同企画による「ご当地つ

まみの旅」シリーズは、当初の見込みを大きく上回る実績を上げており、引き続き「酒の売上に貢献できる商

材」の開発に努めて参ります。

　これらの結果、当事業の売上高は、243,658百万円（同2.4％減）となりました。

②　不動産

　当事業につきましては、自社使用の建物を賃貸用に振替したことなどにより、売上を伸ばすことが出来まし

た。売上高は368百万円（同5.4％増）と前年実績を上回りました。

③　その他

　保険代理業の売上高は7百万円（同2.1％増）、情報処理業務受託の売上高は6百万円（同27.4％増）、売電

事業の売上高は17百万円（同75.4％増）となり、全体で32百万円（同40.1％増）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの分析

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の減少5,613百万円、

定期預金の預入による支出3,381百万円がありましたが、売上債権の減少5,163百万円、定期預金の払戻による収入

2,880百万円があったことなどから、前中間連結会計期間末と比べると203百万円増加し、当中間連結会計期間末に

は17,854百万円（同0.3％増）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は762百万円（同87.3％減）となりました。これは主

に売上債権が減少（5,163百万円）した以上に仕入債務が減少（5,613百万円）したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において投資活動の結果得られた資金は1,178百万円（同57.6％減）となりました。これは

主に定期預金の預入による支出3,381百万円がありましたが、定期預金の払戻による収入2,880百万円、有価証券の

売却及び償還による収入2,000百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は212百万円（同24.7％増）となりました。これは主

に配当金の支払224百万円によるものであります。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

前年同期比（％）

酒類・食品等（百万円） 75 90.3

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）商品仕入実績

　当中間連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

前年同期比（％）

酒類・食品等（百万円） 229,941 97.0

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）受注実績

　当社グループ（当社及び連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

 

(4）販売実績

　当中間連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

前年同期比（％）

酒類・食品等（百万円） 243,658 97.6

不動産（百万円） 368 105.4

その他（百万円） 32 140.1

合計（百万円） 244,059 97.6

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

４【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当中間連結会計期間の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、次のとおりであります。

(1）財政状態の分析

（流動資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産の残高は101,947百万円（前連結会計年度は108,740百万円）となり、

6,793百万円減少しました。現金及び預金が増加（17,684百万円から19,889百万円へ2,204百万円増）しましたが、

受取手形及び売掛金が減少（66,900百万円から61,774百万円へ5,126百万円減）したことと、有価証券が減少

（6,000百万円から2,500百万円へ3,500百万円減）したことが大きく影響しております。

（固定資産）

　当中間連結会計期間末における固定資産の残高は40,362百万円（前連結会計年度は40,310百万円）となり、51百

万円増加しました。

（流動負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債の残高は92,942百万円（前連結会計年度は99,664百万円）となり、

6,722百万円減少しました。支払手形及び買掛金が減少（86,132百万円から80,519百万円へ5,613百万円減）したこ

とが大きく影響しております。

（固定負債）

　当中間連結会計期間末における固定負債の残高は5,789百万円（前連結会計年度は6,183百万円）となり、393百

万円減少しました。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産の残高は43,577百万円（前連結会計年度は43,203百万円）となり、374百

万円増加しました。その他有価証券評価差額金が増加（1,657百万円から1,832百万円へ175百万円増）したこと

と、利益剰余金が増加（34,134百万円から34,302百万円へ168百万円増）したことが大きく影響しております。

 

(2）経営成績の分析

　当中間連結会計期間における売上高は244,059百万円（前年同期比2.4％減）、販売費及び一般管理費は、13,020

百万円（同0.7％増）、営業利益は375百万円（同52.6％減）、中間純利益は426百万円（同43.8％減）となりまし

た。

　なお、事業別の分析につきましては、「第２　事業の状況　1　業績等の概要　(1）業績」の項目をご参照下さ

い。

 

(3）キャッシュ・フローの分析

　キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2）キャッシュ・フロー

の分析」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,600,000

計 25,600,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年12月22日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,000,000 14,000,000 非上場

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 14,000,000 14,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年９月30日
－ 14,000,000 － 4,028 － 3,563
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 699 4.99

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 650 4.64

麒麟麦酒株式会社 東京都中野区中野４丁目10番２号 600 4.28

アサヒビール株式会社 東京都墨田区吾妻橋１丁目23番１号 600 4.28

宝酒造株式会社 京都府京都市伏見区竹中町609 600 4.28

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 530 3.78

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 440 3.14

日酒販グループ従業員持株会 東京都中央区新川１丁目25番４号 316 2.26

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 300 2.14

サントリービア＆スピリッツ株式会社 東京都港区台場２丁目３番３号 300 2.14

計 － 5,036 35.98

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(相互保有株式)

普通株式 　　　140,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　13,860,000 13,860,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 14,000,000 － －

総株主の議決権 － 13,860,000 －

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(相互保有株式)

北海道酒類販売株式会社

北海道札幌市北区北12

条西３丁目１番15号
140,000 － 140,000 1.00

計 － 140,000 － 140,000 1.00

 

２【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成26年４月１日から平成26年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）の中間財務諸

表について有限責任監査法人トーマツにより中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,684 19,889

受取手形及び売掛金 66,900 61,774

有価証券 6,000 2,500

たな卸資産 10,105 9,414

繰延税金資産 514 542

未収入金 7,423 7,959

その他 604 662

貸倒引当金 △492 △795

流動資産合計 108,740 101,947

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,230 7,038

土地 10,241 10,235

その他（純額） 356 437

有形固定資産合計 ※１ 17,828 ※１ 17,710

無形固定資産 452 490

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 6,321 ※２ 6,664

差入保証金 15,202 15,275

繰延税金資産 346 77

その他 377 334

貸倒引当金 △217 △190

投資その他の資産合計 22,029 22,161

固定資産合計 40,310 40,362

資産合計 149,051 142,310

 

EDINET提出書類

日本酒類販売株式会社(E02814)

半期報告書

12/45



 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 86,132 ※２ 80,519

短期借入金 8,060 8,080

未払法人税等 1,081 169

賞与引当金 529 502

役員賞与引当金 1 －

未払金 3,420 3,023

その他 439 647

流動負債合計 99,664 92,942

固定負債   

繰延税金負債 964 871

役員退職慰労引当金 ※５ 355 ※５ 296

退職給付に係る負債 1,425 1,444

資産除去債務 106 108

その他 3,331 3,068

固定負債合計 6,183 5,789

負債合計 105,848 98,732

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,028 4,028

資本剰余金 3,563 3,563

利益剰余金 34,134 34,302

自己株式 △75 △75

株主資本合計 41,651 41,819

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,657 1,832

退職給付に係る調整累計額 △485 △451

その他の包括利益累計額合計 1,172 1,381

少数株主持分 379 377

純資産合計 43,203 43,577

負債純資産合計 149,051 142,310
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 250,010 244,059

売上原価 236,295 230,663

売上総利益 13,715 13,396

販売費及び一般管理費   

運賃保管料 5,887 5,824

貸倒引当金繰入額 △16 287

給料及び手当 2,625 2,658

賞与引当金繰入額 483 500

退職給付費用 194 213

役員退職慰労引当金繰入額 32 33

その他 3,716 3,503

販売費及び一般管理費合計 12,924 13,020

営業利益 791 375

営業外収益   

受取利息 94 96

受取配当金 42 48

持分法による投資利益 137 87

データ提供料 36 36

その他 91 92

営業外収益合計 402 360

営業外費用   

支払利息 66 65

その他 9 3

営業外費用合計 76 69

経常利益 1,117 666

特別利益   

固定資産売却益 － ※１ 3

退職給付制度終了益 35 －

特別利益合計 35 3

特別損失   

固定資産除売却損 ※２ 1 ※２ 5

減損損失 ※３ 4 ※３ 1

特別損失合計 6 6

税金等調整前中間純利益 1,147 663

法人税、住民税及び事業税 361 181

法人税等調整額 29 56

法人税等合計 390 238

少数株主損益調整前中間純利益 756 425

少数株主損失（△） △2 △1

中間純利益 758 426
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前中間純利益 756 425

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 171 167

退職給付に係る調整額 － 33

持分法適用会社に対する持分相当額 4 7

その他の包括利益合計 176 208

中間包括利益 932 634

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 935 635

少数株主に係る中間包括利益 △2 △1
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,028 3,563 31,994 △75 39,510

当中間期変動額      

剰余金の配当   △182  △182

中間純利益   758  758

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 － － 576 － 576

当中間期末残高 4,028 3,563 32,571 △75 40,087

 

      

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評
価差額金

退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 1,475 － 1,475 405 41,392

当中間期変動額      

剰余金の配当     △182

中間純利益     758

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

176 － 176 △32 143

当中間期変動額合計 176 － 176 △32 720

当中間期末残高 1,651 － 1,651 373 42,112
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当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,028 3,563 34,134 △75 41,651

会計方針の変更による累積
的影響額

  △34  △34

会計方針の変更を反映した当
期首残高

4,028 3,563 34,099 △75 41,616

当中間期変動額      

剰余金の配当   △224  △224

中間純利益   426  426

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 － － 202 － 202

当中間期末残高 4,028 3,563 34,302 △75 41,819

 

      

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評
価差額金

退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 1,657 △485 1,172 379 43,203

会計方針の変更による累積
的影響額

    △34

会計方針の変更を反映した当
期首残高

1,657 △485 1,172 379 43,168

当中間期変動額      

剰余金の配当     △224

中間純利益     426

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

175 33 208 △2 206

当中間期変動額合計 175 33 208 △2 409

当中間期末残高 1,832 △451 1,381 377 43,577
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,147 663

減価償却費 307 310

減損損失 4 1

のれん償却額 21 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △472 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11 △59

賞与引当金の増減額（△は減少） 6 △27

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1 △1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △131 275

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 19

受取利息及び受取配当金 △137 △144

支払利息 66 65

固定資産売却損益（△は益） － 1

固定資産除却損 1 0

持分法による投資損益（△は益） △114 △58

売上債権の増減額（△は増加） 5,384 5,163

たな卸資産の増減額（△は増加） △783 690

未収入金の増減額（△は増加） △825 △535

仕入債務の増減額（△は減少） △9,904 △5,613

未払金の増減額（△は減少） △216 △318

その他 8 △175

小計 △5,628 257

利息及び配当金の受取額 127 131

利息の支払額 △69 △68

法人税等の支払額 △426 △1,083

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,997 △762

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,751 △3,381

定期預金の払戻による収入 3,150 2,880

有価証券の売却及び償還による収入 2,500 2,000

有形固定資産の取得による支出 △277 △203

有形固定資産の売却による収入 － 5

有形固定資産の除却による支出 △0 △1

無形固定資産の取得による支出 △39 △99

投資有価証券の取得による支出 △79 △17

関係会社株式の取得による支出 △50 －

差入保証金の差入による支出 △2 △0

差入保証金の回収による収入 41 4

その他 291 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,781 1,178

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 20 20

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △7 △7

配当金の支払額 △182 △224

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △170 △212

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,385 203

現金及び現金同等物の期首残高 21,193 17,650

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 17,807 ※ 17,854
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　14社

主要な連結子会社の名称

株式会社宝永エコナ

鶴正酒造株式会社

株式会社水戸日酒販

株式会社山陰日酒販

広島中央酒販株式会社

イケウチ株式会社

株式会社長崎日酒販

株式会社弘中酒販

株式会社新東城南

青森県酒類販売株式会社

丸徳商事株式会社

株式会社ＮＥＷＳ

株式会社成瀬酒販

八重寿銘醸株式会社

(2）連結の範囲に含めていない子会社はありません。

(3）連結の範囲の変更

当中間連結会計期間において新たに株式会社ＮＥＷＳを設立したため、連結の範囲に含めております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数　2社

主要な会社名

北海道酒類販売株式会社

株式会社ホリイ物流

(2）持分法を適用していない関連会社はありません。

(3）持分法適用会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　すべての連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産

　当社及び連結子会社のうち８社は総平均法による原価法、３社は最終仕入原価法、１社は売価還元法、１

社は移動平均法による原価法によっております。(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

建物及び構築物　　　３～50年
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②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(ハ）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　当社及び一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当中

間連結会計期間負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金

　一部の連結子会社は、役員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

　当社及び一部の連結子会社は、役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

(ニ）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７～10年）に

よる定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（７～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(ホ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

(ヘ）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　為替予約については、振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

③　ヘッジ方針

　商品の輸出入に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、投機的な取引は行ってお

りません。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　為替相場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性評価を省

略しております。

(ト）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(チ）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当中間連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率

の決定方法を、従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当中間

連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

　この結果、当中間連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が53百万円増加し、利益剰余金が34百万円減少

しております。また、当中間連結会計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益はそれぞれ0百

万円増加しております。

　なお、当中間連結会計期間の１株当たり純資産額は2.47円減少し、１株当たり中間純利益金額は、0.02円増

加しております。

 

（表示方法の変更）

（中間連結損益計算書）

　前中間連結会計期間において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「データ提供料」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしました。この表示方の変更

を反映させるため、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示してい

た128百万円は、「データ提供料」36百万円、「その他」91百万円として組み替えております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

12,082百万円 12,325百万円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

投資有価証券 866百万円 882百万円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

支払手形及び買掛金 2,860百万円 2,591百万円

 

３　保証債務

　関連会社の仕入債務に対し、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

北海道酒類販売株式会社 3,081百万円 北海道酒類販売株式会社 2,905百万円

 

４　輸出手形割引高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

輸出手形割引高 4百万円 5百万円
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※５　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労引当金に含まれる執行役員退職慰労引当金は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

96百万円 91百万円

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　固定資産売却益の内訳

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

建物及び構築物 －百万円 3百万円

 

※２　固定資産除売却損の内訳

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

建物及び構築物 1百万円 －百万円

土地 － 5

有形固定資産その他 0 0

計 1 5

 

※３　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

場所 用途 種類

神奈川県横浜市他3件 事業用資産 リース資産（賃貸借処理）

　当社グループは、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定しております。なお、賃貸用資産及び遊

休資産については各物件を資産グループとしております。

　事業用資産については、収益性の低下等により投資額の回収が困難と見込まれるため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（4百万円）として計上しております。その内訳は、リース資産（賃

貸借処理）4百万円であります。

 

当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

場所 用途 種類

神奈川県横浜市他2件 事業用資産 リース資産（賃貸借処理）

　当社グループは、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定しております。なお、賃貸用資産及び遊

休資産については各物件を資産グループとしております。

　事業用資産については、収益性の低下等により投資額の回収が困難と見込まれるため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1百万円）として計上しております。その内訳は、リース資産（賃

貸借処理）1百万円であります。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（千株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（千株）

当中間連結会計期
間末株式数

（千株）

発行済株式     

普通株式 14,000 － － 14,000

合計 14,000 － － 14,000

自己株式     

普通株式 47 － － 47

合計 47 － － 47

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 182 13 平成25年３月31日 平成25年６月28日

 

当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（千株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（千株）

当中間連結会計期
間末株式数

（千株）

発行済株式     

普通株式 14,000 － － 14,000

合計 14,000 － － 14,000

自己株式     

普通株式 47 － － 47

合計 47 － － 47

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 224 16 平成26年３月31日 平成26年６月30日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 14,790百万円 19,889百万円

有価証券 6,000 2,500

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,983 △4,535

現金及び現金同等物 17,807 17,854

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

(1）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

(ア）有形固定資産

車両運搬具及び備品であります。

(イ）無形固定資産

ソフトウエアであります。

 

②リース資産の減価償却の方法

　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(ロ）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度（平成26年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

（有形固定資産）その他 56 53 3

合計 56 53 3

 

（単位：百万円）
 

 
当中間連結会計期間（平成26年９月30日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額

（有形固定資産）その他 26 25 1

合計 26 25 1
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(2）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

未経過リース料中間期末（期末）残高相

当額
  

１年内 3 1

１年超 － －

合計 3 1

 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：百万円）
 

 
前中間連結会計期間

（自平成25年４月１日
至平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自平成26年４月１日
至平成26年９月30日）

支払リース料 4 2

減価償却費相当額 4 1

支払利息相当額 0 0

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

１年内 120 122

１年超 469 417

合計 590 540

 

３．オペレーティング・リース取引（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

１年内 169 164

１年超 882 803

合計 1,052 967
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

　中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、金額的に重要性の乏しいもの及び時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません

（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
　時価（百万円） 　差額（百万円）

(1) 現金及び預金 17,684 17,684 －

(2) 受取手形及び売掛金 66,900   

貸倒引当金(*1) △492   

 66,408 66,408 －

(3) 未収入金 7,423 7,423 －

(4) 有価証券及び投資有価証券 11,075 11,078 3

(5) 差入保証金 2,043 2,015 △27

資産計 104,635 104,611 △24

(1) 支払手形及び買掛金 86,132 86,132 －

(2) 短期借入金 8,060 8,060 －

(3) 未払法人税等 1,081 1,081 －

(4) 未払金 3,420 3,420 －

負債計 98,694 98,694 －

(*1) 受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

当中間連結会計期間（平成26年９月30日）

 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）
　時価（百万円） 　差額（百万円）

(1) 現金及び預金 19,889 19,889 －

(2) 受取手形及び売掛金 61,774   

貸倒引当金(*1) △795   

 60,979 60,979 －

(3) 未収入金 7,959 7,959 －

(4) 有価証券及び投資有価証券 7,852 7,860 7

(5) 差入保証金 2,050 2,026 △23

資産計 98,730 98,714 △16

(1) 支払手形及び買掛金 80,519 80,519 －

(2) 短期借入金 8,080 8,080 －

(3) 未払法人税等 169 169 －

(4) 未払金 3,023 3,023 －

負債計 91,792 91,792 －

(*1) 受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(4)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価

格によっております。譲渡性預金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項について

は、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(5)差入保証金

　差入保証金の時価については、実質的な賃貸期間及び償還予定ごとに、その将来キャッシュ・フロー

を国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等、(4)未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

非上場株式 1,245 1,311

償還予定のない差入保証金 13,158 13,224

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)有

価証券及び投資有価証券」、「(5)差入保証金」には含めておりません。

 

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を超えるも

の
1,000 1,003 3

合計 1,000 1,003 3

 

当中間連結会計期間（平成26年９月30日）

 
中間連結貸借対照表計

上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

時価が中間連結貸借対照表計上額を超え

るもの
1,000 1,007 7

合計 1,000 1,007 7
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２．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 4,042 1,483 2,558

(2）その他 － － －

小計 4,042 1,483 2,558

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 33 36 △2

(2）その他 6,000 6,000 －

小計 6,033 6,036 △2

合計 10,075 7,520 2,555

 

当中間連結会計期間（平成26年９月30日）

 種類
中間連結貸借対照表計

上額（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

中間連結貸借対照

表計上額が取得原

価を超えるもの

(1）株式 4,323 1,506 2,816

(2）その他 － － －

小計 4,323 1,506 2,816

中間連結貸借対照

表計上額が取得原

価を超えないもの

(1）株式 29 30 △1

(2）その他 2,500 2,500 －

小計 2,529 2,530 △1

合計 6,852 4,037 2,814

 

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成26年３月31日）及び当中間連結会計期間（平成26年９月30日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上しているもの

　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

期首残高 －百万円 106百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 1

時の経過による調整額 － 0

見積もりの変更による増加額（注） 106 －

中間期末（期末）残高 106 108

（注）　倉庫等の原状回復義務等について、合理的な見積もりが可能となったことによる増加額でありま

す。
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（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、期中増減額及び時価は、次のとおりで

あります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照

表計上額）
  

 期首残高 3,854 4,367

 期中増減額 513 △44

 中間期末（期末）残高 4,367 4,323

中間期末（期末）時価 8,397 8,536

　（注）１．中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額

を控除した金額であります。

　　　　２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は自社使用から賃貸等不動産への振替（682百万円）であ

り、主な減少額は減価償却であります。当中間連結会計期間の主な減少額は減価償却であります。

　　　　３．中間期末（期末）時価は、個別では重要性が乏しいため、土地については「財産評価基準書　路線価図・評

価倍率表」に基づいて自社で算定した金額を時価とし、建物等の償却資産については適正な帳簿価額をもっ

て時価としております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社グループは、商品・サービス別に区分された事業ごとに事業戦略を立案し、事業活動を展開してお

り、「酒類・食品等関連事業」、「不動産関連事業」及び「その他事業」の３つを報告セグメントとして

おります。

「酒類・食品等関連事業」は、酒類・食品・空容器の販売、輸送用プラスチックコンテナー賃貸及び酒

類の製造・壜詰を行っております。「不動産関連事業」は、不動産の管理業務を行い、また「その他事

業」は、保険代理業務、情報処理業務受託及び売電を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前中間連結会計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
財務諸表
計上額
（注２） 酒類・食品等 不動産 その他 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 249,638 349 23 250,010 － 250,010

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 32 － 32 △32 －

計 249,638 382 23 250,043 △32 250,010

セグメント利益 580 231 11 824 △32 791

セグメント資産 131,937 4,171 136 136,245 － 136,245

その他の項目       

減価償却費 257 42 7 307 － 307

持分法適用会社への投資額 1,022 － － 1,022 － 1,022

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
122 107 86 316 － 316

(注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

当中間連結会計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
財務諸表
計上額
（注２） 酒類・食品等 不動産 その他 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 243,658 368 32 244,059 － 244,059

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 32 － 32 △32 －

計 243,658 401 32 244,092 △32 244,059

セグメント利益 147 245 14 407 △32 375

セグメント資産 137,815 4,303 191 142,310 － 142,310

その他の項目       

減価償却費 252 45 12 310 － 310

持分法適用会社への投資額 1,184 － － 1,184 － 1,184

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
116 0 76 192 － 192

(注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前中間連結会計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載はありません。

 

当中間連結会計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

報告セグメントごとの固定資産の減損損失につきましては、重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。

 

当中間連結会計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

報告セグメントごとの固定資産の減損損失につきましては、重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

１株当たり純資産額 3,069.14円 3,096.16円

 

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 54.39円 30.59円

（算定上の基礎）   

中間純利益金額（百万円） 758 426

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益金額

（百万円）
758 426

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,952 13,952

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当中間会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,010 15,734

受取手形 3,757 3,813

売掛金 62,296 57,857

有価証券 6,000 2,500

たな卸資産 9,074 8,463

繰延税金資産 506 537

未収入金 7,143 7,623

その他 740 788

貸倒引当金 △500 △806

流動資産合計 103,029 96,512

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 6,854 6,679

土地 8,818 8,818

その他（純額） 396 437

有形固定資産合計 16,069 15,935

無形固定資産 439 473

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 8,925 ※１ 9,199

差入保証金 14,610 14,687

その他 304 266

関係会社投資損失引当金 △1,298 △1,296

貸倒引当金 △197 △175

投資その他の資産合計 22,344 22,682

固定資産合計 38,853 39,091

資産合計 141,883 135,603
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当中間会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,222 1,029

買掛金 ※１ 82,243 ※１ 77,090

短期借入金 8,060 8,060

リース債務 9 9

未払金 3,264 2,954

未払法人税等 1,020 155

賞与引当金 494 463

その他 387 533

流動負債合計 96,702 90,295

固定負債   

リース債務 32 28

退職給付引当金 527 592

役員退職慰労引当金 ※４ 315 ※４ 251

資産除去債務 106 108

その他 3,815 3,703

固定負債合計 4,797 4,684

負債合計 101,500 94,980

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,028 4,028

資本剰余金   

資本準備金 3,563 3,563

資本剰余金合計 3,563 3,563

利益剰余金   

利益準備金 1,007 1,007

その他利益剰余金   

特別償却準備金 － 47

固定資産圧縮積立金 390 389

別途積立金 26,700 28,500

繰越利益剰余金 3,070 1,299

利益剰余金合計 31,168 31,244

株主資本合計 38,759 38,835

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,622 1,787

評価・換算差額等合計 1,622 1,787

純資産合計 40,382 40,622

負債純資産合計 141,883 135,603
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②【中間損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 237,753 232,060

売上原価 225,371 219,949

売上総利益 12,381 12,111

販売費及び一般管理費 11,655 11,773

営業利益 726 337

営業外収益 ※１ 274 ※１ 290

営業外費用 ※２ 77 ※２ 71

経常利益 923 557

特別利益 ※３ 41 －

特別損失 ※４ 6 ※４ 1

税引前中間純利益 958 556

法人税、住民税及び事業税 327 168

法人税等調整額 22 53

法人税等合計 349 221

中間純利益 608 334
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

 
特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 4,028 3,563 3,563 1,007 － 392 25,300 2,680 29,380 36,972

当中間期変動額           

剰余金の配当        △182 △182 △182

特別償却準備金の積
立

    －    － －

固定資産圧縮積立金
の取崩

     △1  1 － －

別途積立金の積立       1,400 △1,400 － －

中間純利益        608 608 608

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

          

当中間期変動額合計 － － － － － △1 1,400 △972 426 426

当中間期末残高 4,028 3,563 3,563 1,007 － 391 26,700 1,707 29,806 37,398

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 1,456 1,456 38,428

当中間期変動額    

剰余金の配当   △182

特別償却準備金の積
立

  －

固定資産圧縮積立金
の取崩

  －

別途積立金の積立   －

中間純利益   608

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

167 167 167

当中間期変動額合計 167 167 594

当中間期末残高 1,624 1,624 39,022
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当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

 
特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 4,028 3,563 3,563 1,007 － 390 26,700 3,070 31,168 38,759

会計方針の変更によ
る累積的影響額

       △34 △34 △34

会計方針の変更を反映
した当期首残高

4,028 3,563 3,563 1,007 － 390 26,700 3,035 31,133 38,725

当中間期変動額           

剰余金の配当        △224 △224 △224

特別償却準備金の積
立

    47   △47 － －

固定資産圧縮積立金
の取崩

     △1  1 － －

別途積立金の積立       1,800 △1,800 － －

中間純利益        334 334 334

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

          

当中間期変動額合計 － － － － 47 △1 1,800 △1,735 110 110

当中間期末残高 4,028 3,563 3,563 1,007 47 389 28,500 1,299 31,244 38,835

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 1,622 1,622 40,382

会計方針の変更によ
る累積的影響額

  △34

会計方針の変更を反映
した当期首残高

1,622 1,622 40,348

当中間期変動額    

剰余金の配当   △224

特別償却準備金の積
立

  －

固定資産圧縮積立金
の取崩

  －

別途積立金の積立   －

中間純利益   334

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

164 164 164

当中間期変動額合計 164 164 274

当中間期末残高 1,787 1,787 40,622

 

EDINET提出書類

日本酒類販売株式会社(E02814)

半期報告書

37/45



【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）によっております。

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

(2）たな卸資産

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　３～50年

構築物　　　　　３～50年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）関係会社投資損失引当金

関係会社への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案し損失負担見込額を計上しております。

(3）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。
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　　４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

 

　　５．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　為替予約については、振当処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

(3）ヘッジ方針

　商品の輸出入に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、投機的な取引は行っており

ません。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　為替相場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性評価を省略

しております。

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、中間連結財

務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

た定めについて当中間会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方

法を、従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額

を反映した単一の加重平均割引率へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当中間

会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。

　この結果、当中間会計期間の期首の退職給付引当金が53百万円増加し、利益剰余金が34百万円減少しており

ます。また、当中間会計期間の営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ0百万円増加しておりま

す。

　なお、当中間会計期間の１株当たり純資産額は2.45円減少し、１株当たり中間純利益金額は0.02円増加して

おります。
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（中間貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

投資有価証券 866百万円 882百万円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

買掛金 2,860百万円 2,591百万円

 

２　保証債務

　関係会社の仕入債務に対し、次のとおり債務保証を行っております。

前事業年度
（平成26年３月31日）

当中間会計期間
（平成26年９月30日）

㈱水戸日酒販 321百万円 ㈱水戸日酒販 297百万円

㈱山陰日酒販

広島中央酒販㈱

㈱長崎日酒販

㈱弘中酒販

青森県酒類販売㈱

㈱成瀬酒販

北海道酒類販売㈱

288

11

377

351

260

63

3,081

㈱山陰日酒販

広島中央酒販㈱

㈱長崎日酒販

㈱弘中酒販

青森県酒類販売㈱

㈱成瀬酒販

北海道酒類販売㈱

235

11

372

254

247

60

2,905

計 4,755 　計 4,384

 

３　輸出手形割引高

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

輸出手形割引高 4百万円 5百万円

 

※４　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労引当金に含まれる執行役員退職慰労引当金は、次のとおりであります。

前事業年度
（平成26年３月31日）

当中間会計期間
（平成26年９月30日）

96百万円 91百万円
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（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

受取利息 93百万円 94百万円

 

※２　営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

支払利息 68百万円 68百万円

 

※３　特別利益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

退職給付制度終了益 35百万円 －百万円

子会社株式売却益 6 －

 

※４　特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

減損損失 4百万円 1百万円

有形固定資産除却損 1 0

 

５　減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

有形固定資産 224百万円 226百万円

無形固定資産 56 58

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式3,560百万円、関連会社株式220百

万円、当中間会計期間の中間貸借対照表計上額は子会社株式3,561百万円、関連会社株式220百万円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第65期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月27日関東財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書

平成26年８月８日関東財務局長に提出

事業年度（第65期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 平成26年12月12日

日本酒類販売株式会社  

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢野　　浩一　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中原　　健　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる日本酒類販売株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成26年
４月１日から平成26年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、
中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸
表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を
作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を
行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し
て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を
策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続
の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結
財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手
続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用
な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準
に準拠して、日本酒類販売株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
連結会計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な
情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が
別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 平成26年12月12日

日本酒類販売株式会社  

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢野　　浩一　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中原　　健　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本酒類販売株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間（平成26年４

月１日から平成26年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本酒類販売株式会社の平成26年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成26年４月１

日から平成26年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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